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(57)【要約】
【課題】水素金属熱反応の進行によって、産業的に利用
可能な程度に安定的かつ効率的に熱エネルギーを発生さ
せるための発熱装置用電極及び発熱用装置並びに発熱方
法を提供する。
【解決手段】粒径が１００ｎｍ～１０００ｎｍの微粒子
から成る反応体領域を有する金属基板と、金属基板の表
面に形成された厚さが１ｎｍ～１０ｎｍのＰｔ層と、Ｐ
ｔ層の表面に形成された厚さが１ｎｍ～１０ｎｍのＰｄ
層と、Ｐｄ層の表面に形成された厚さが１ｎｍ～５ｎｍ
のＮｉ層と、Ｎｉ層の表面に形成された厚さが１ｎｍ～
１０ｎｍの第二Ｐｄ層と、第二Ｐｄ層の表面に形成され
た厚さが１ｎｍ～５ｎｍの第二Ｐｔ層と、を有し、微粒
子がＰｄ、Ｎｉ、ＬａＮｉ５、ＹＮｉ５、ＭｍＮｉ５、
ＴｉＦｅ、Ｍｇ、ＮｉＡｌ、ＬｉＡｌから選択される少
なくとも一つの組成を有すること、を特徴とする発熱装
置用電極。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　粒径が１００ｎｍ～１０００ｎｍの微粒子から成る反応体領域を有する金属基板と、
　前記金属基板の表面に形成された厚さが１ｎｍ～１０ｎｍのＰｔ層と、
　前記Ｐｔ層の表面に形成された厚さが１ｎｍ～１０ｎｍのＰｄ層と、
　前記Ｐｄ層の表面に形成された厚さが１ｎｍ～５ｎｍのＮｉ層と、
　前記Ｎｉ層の表面に形成された厚さが１ｎｍ～１０ｎｍの第二Ｐｄ層と、
　前記第二Ｐｄ層の表面に形成された厚さが１ｎｍ～５ｎｍの第二Ｐｔ層と、を有し、
　前記微粒子がＰｄ、Ｎｉ、ＬａＮｉ５、ＹＮｉ５、ＭｍＮｉ５、ＴｉＦｅ、Ｍｇ、Ｎｉ
Ａｌ、ＬｉＡｌから選択される少なくとも一つの組成を有すること、
　を特徴とする発熱装置用電極。
【請求項２】
　前記金属基板がＮｉ基板であること、
　を特徴とする請求項１に記載の発熱装置用電極。
【請求項３】
　略円筒形の反応炉本体部と、
　加熱部と、
　陽極部と、
　陰極部と、を有し、
　前記加熱部は前記反応炉本体部の外周近傍に配置され、
　前記陽極部は前記反応炉本体部の内側に、前記反応炉本体部の中心軸に沿って配置され
、
　前記陰極部は前記反応炉本体部の内壁に配置され、
　前記陰極部は請求項１又は２に記載の発熱装置用電極であること、
　を特徴とする発熱装置。
【請求項４】
　前記陽極部がパラジウム管の先端部に前記パラジウム管よりも細いパラジウム線を巻き
付けた放電用部品であること、
　を特徴とする請求項３に記載の発熱装置。
【請求項５】
　前記陽極部と前記陰極部との距離が２０ｍｍ～３０ｍｍであること、
　を特徴とする請求項３又は４に記載の発熱装置。
【請求項６】
　請求項３又は４に記載の発熱装置を用い、
　前記発熱装置の内部を真空状態で加熱し、不純物ガスを除去する第一工程と、
　前記発熱装置の内部に水素ガスを供給すると共に前記発熱装置の内部を略２００℃とし
た後、前記水素ガスを排気することにより前記水素ガス以外の残留ガスを除去する第二工
程と、
　前記発熱装置の陽極部と陰極部に交流電圧を印加し、交流放電処理を行う第三工程と、
　前記発熱装置の内部の前記水素ガスを重水素ガスに置換し、前記重水素ガスの圧力を１
０Ｐａ～１００Ｐａとする第四工程と、を有すること、
　を特徴とする発熱方法。
【請求項７】
　前記第二工程後における前記発熱装置の内部のＨ２Ｏガス濃度を１０Ｐａ～１５０Ｐａ
とすること、
　を特徴とする請求項６に記載の発熱方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は発熱装置用電極及び発熱装置並びに発熱方法に関し、より具体的には、極めて
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効率的に熱エネルギーを発生させることができる発熱装置用電極及び発熱装置並びに発熱
方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　１９８９年に、電解によって誘起される重水素の水素金属熱反応に関する報告がなされ
て以来、当該水素金属熱反応についての実証試験が繰り返されているが、再現性が乏しく
広く普及するまでには至っていない。
【０００３】
　これに対し、水素金属熱反応を安定的かつ効率的に発現させ、反応エネルギーを有効活
用する方法について盛んに検討されている。例えば、特許文献１（特開平６－２４９９８
３号公報）においては、対抗する電極間にイオン伝導体を入れ、電流を流すことにより電
気分解を行う電解装置を使い、イオン伝導体に重水素イオンを含み、負極材料として水素
を内部に蓄えることができる材料を用いる水素金属熱反応法において、負極材料中のリチ
ウム７の同位体存在比が９３％を超えることを特徴とする水素金属熱反応法、が提案され
ている。
【０００４】
　前記特許文献１に記載の水素金属熱反応法においては、重水素を使用する方法において
リチウム７の同位体比を自然存在比より高めることによって、核融合反応を効率よく進行
させることができる、としている。
【０００５】
　また、特許文献２（特開平５－２０３７７５号公報）においては、重水素を含む電解液
に陽極と水素吸蔵金属からなる陰極とを含侵し、電流を通じて核融合反応を起こさせる水
素金属熱反応装置において、前記陽極がほぼ平行に一定間隔で配置した２枚以上の陽極板
で構成され、各陽極板間に水素吸蔵金属からなる薄い陰極板を所定の間隔を保って配置し
たことを特徴とする水素金属熱反応装置、が提案されている。
【０００６】
　前記特許文献２に記載の水素金属熱反応装置においては、陰極板の放射線による損傷、
陰極板内へのヘリウム原子の蓄積等が起こらないだけでなく、陰極板の異常加熱による損
傷事故等の危険性がなく、安定に動作する作用を奏する、としている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開平６－２４９９８３号公報
【特許文献２】特開平５－２０３７７５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　しかしながら、前記特許文献１及び前記特許文献２に記載の水素金属熱反応法及び水素
金属熱反応装置においても、産業的に利用可能な程度に安定的かつ効率的な水素金属熱反
応が得られているとは言い難い。
【０００９】
　以上のような従来技術における問題点に鑑み、本発明の目的は、水素金属熱反応の進行
によって、産業的に利用可能な程度に安定的かつ効率的に熱エネルギーを発生させるため
の発熱装置用電極及び発熱装置並びに発熱方法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明者は上記目的を達成すべく、水素金属熱反応に用いる電極及び当該電極を用いた
発熱用装置並びに発熱方法について鋭意検討を重ねた結果、水素金属熱反応を安定的かつ
効率的に進行させるためには、電極をナノ化した水素活性金属を含む多層膜構造とするこ
と等が極めて効果的であることを見出し、本発明に到達した。
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【００１１】
　即ち、本発明は、
粒径が１００ｎｍ～１０００ｎｍの微粒子から成る反応体領域を有する金属基板と、
　前記金属基板の表面に形成された厚さが１ｎｍ～１０ｎｍのＰｔ層と、
　前記Ｐｔ層の表面に形成された厚さが１ｎｍ～１０ｎｍのＰｄ層と、
　前記Ｐｄ層の表面に形成された厚さが１ｎｍ～５ｎｍのＮｉ層と、
　前記Ｎｉ層の表面に形成された厚さが１ｎｍ～１０ｎｍの第二Ｐｄ層と、
　前記第二Ｐｄ層の表面に形成された厚さが１ｎｍ～５ｎｍの第二Ｐｔ層と、を有し、
　前記微粒子がＰｄ、Ｎｉ、ＬａＮｉ５、ＹＮｉ５、ＭｍＮｉ５、ＴｉＦｅ、Ｍｇ、Ｎｉ
Ａｌ、ＬｉＡｌから選択される少なくとも一つの組成を有すること、
　を特徴とする発熱装置用電極、を提供する。
【００１２】
　本発明の発熱装置用電極を用いた発熱方法においては、反応物質として水素を使用する
。水素分子から解離した水素原子の一部が、粒径を１００ｎｍ～１０００ｎｍとナノ化し
た反応体（微粒子）内に取り込まれる。
【００１３】
　反応体として用いる微粒子には、高温でも水素の溶解度が大きく、水素の移動度が大き
な特性を有する材料を用いる必要があり、Ｐｄ、Ｎｉ、ＬａＮｉ５、ＹＮｉ５、ＭｍＮｉ

５、ＴｉＦｅ、Ｍｇ、ＮｉＡｌ、ＬｉＡｌから選択される少なくとも一つの組成を有して
いる。
【００１４】
　Ｐｄは３００℃を超えると水素が金属中から放出されるため、温度を大きく上昇させる
ことができないが、水素に対して極めて活性である。一方で、Ｎｉは高温になるほど水素
の溶解度が大きくなるため、高温での熱発生が容易になる。
【００１５】
　また、ＬａＮｉ５、ＹＮｉ５、ＭｍＮｉ５、ＴｉＦｅは水素吸蔵性を有している。なお
、これらの材料に他の金属元素を添加し、材料特性を変化させたものを反応体として用い
ることもできる。
【００１６】
　３００℃以上の高温用反応体としては、Ｍｇ、ＮｉＡｌ、ＬｉＡｌ及びこれらの材料に
第３金属を添加したものを使用することができる。
【００１７】
　また、本発明は、
　略円筒形の反応炉本体部と、
　加熱部と、
　陽極部と、
　陰極部と、を有し、
　前記加熱部は前記反応炉本体部の外周近傍に配置され、
　前記陽極部は前記反応炉本体部の内側に、前記反応炉本体部の中心軸に沿って配置され
、
　前記陰極部は前記反応炉本体部の内壁に配置され、
　前記陰極部は本発明の発熱装置用電極であること、
　を特徴とする発熱装置、も提供する。
【００１８】
　本発明の発熱装置においては、前記陽極部がパラジウム管の先端部に前記パラジウム管
よりも細いパラジウム線を巻き付けた放電用部品であること、が好ましく、前記陽極部と
前記陰極部との距離が２０ｍｍ～３０ｍｍであること、が好ましい。発熱装置をこれらの
構成とすることで、水素金属熱反応を再現よく安定的に進行させることができる。
【００１９】
　更に、本発明は、
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　本発明の発熱装置を用い、
　前記発熱装置の内部を真空状態で加熱し、不純物ガスを除去する第一工程と、
　前記発熱装置の内部に水素ガスを供給すると共に前記発熱装置の内部を略２００℃とし
た後、前記水素ガスを排気することにより前記水素ガス以外の残留ガスを除去する第二工
程と、
　前記発熱装置の陽極部と陰極部に交流電圧を印加し、交流放電処理を行う第三工程と、
　前記発熱装置の内部の前記水素ガスを重水素ガスに置換し、前記重水素ガスの圧力を１
０Ｐａ～１００Ｐａとする第四工程と、を有すること、
　を特徴とする発熱方法、も提供する。
【００２０】
　上述の多層構造を有する発熱装置用電極を陰極部とする本発明の発熱装置を用いること
で、反応物質である水素分子を水素原子イオン状態として、反応体であるナノ微粒子に導
入することができる。その結果、ナノ微粒子内の自由電子によって水素原子核の斥力ポテ
ンシャルが遮蔽され、水素原子核間のトンネル確率が増大することにより核反応が生じる
。当該反応は水素、重水素間の核融合反応を誘起し、最終的にヘリウムを生成する反応と
なる。つまり、水素及び重水素とヘリウム原子との質量差をエネルギーとして得ることが
できる。
【００２１】
　また、当該反応は水素から直接ヘリウムを生じる反応ではなく、中間生成物の炭素及び
窒素を生成し、それらの原子がまた触媒として機能し、最終的にヘリウムが生成されるこ
とになる。
【００２２】
　活性化した反応体を真空中で加熱して、不純物ガスを除去した後、例えば、定格入力２
００Ｗ程度の電力を投入すると、低圧重水素ガス中での到達温度が略２００℃となる。こ
こで、炉内全体が均一な温度となった後、重水素ガスを１０Ｐａ～１００Ｐａ導入すると
、過剰熱が発生する。
【００２３】
　過剰熱の熱量は、ガス圧、反応体の重量、入力電力量によって決定することができる。
また、過剰熱が発生すると反応体の温度は数百度以上上昇し、反応体中の水素量が減少す
る。その後、反応体中の水素量の減少に伴い、反応体の温度が低下するが、反応体の温度
が低下すると、再び反応体中へ水素が導入されるため、再び過剰熱が発生する。この過程
を繰り返すことで、反応体は一定温度となり安定する。
【００２４】
　例えば、Ｐｄ反応体の発熱量は１～１０Ｗ／ｇであり、最高温度は３４５℃となる。ま
た、Ｎｉ反応体の発熱量は１０Ｗ／ｇであり、理論上の最高到達温度は１０００℃以上と
なる。しかしながら、実際の最高到達温度は炉や各種部品の耐熱温度によって決まり、現
実的には８５０℃程度となる。
【発明の効果】
【００２５】
　本発明の溶接方法によれば、水素金属熱反応の進行によって、産業的に利用可能な程度
に安定的かつ効率的に熱エネルギーを発生させるための発熱装置用電極及び発熱用装置並
びに発熱方法を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２６】
【図１】本発明の発熱装置用電極の概略断面図である。
【図２】発熱用装置の内壁に電極を形成させる状況の一例を示す模式図である。
【図３】放電処理（活性化処理）の状況の一例を示す模式図である。
【図４】本発明の発熱装置の概略断面図である。
【図５】実施例で用いた発熱装置の反応炉本体の概観写真である。
【図６】実施例で用いた装置配置の概略図である。
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【図７】実施例で用いた反応熱測定の概念図である。
【図８】ＤＣファンの入力と風速の関係を実験的に求めた結果を示すグラフである。
【図９】校正ヒータを用いた試験結果（ヒータ入力：１００Ｗ）を示すグラフである。
【図１０】反応炉への入力を１００Ｗとした場合の熱出力を示すグラフである。
【図１１】種々の入力電力で校正試験を行った場合の出力時間変化を示すグラフである。
【図１２】反応炉への入力を変化させた場合の出力変化を示すグラフである。
【図１３】真空中で行った試験、校正ヒーターを箱中に置いて行った試験、及び発熱試験
の結果を示すグラフである。
【図１４】過剰エネルギーと炉体温度の関係を示すグラフである。
【図１５】過剰エネルギー発生と絶対温度との関係を示すグラフである。
【発明を実施するための形態】
【００２７】
　以下、図面を参照しながら本発明の発熱装置用電極及び発熱装置並びに発熱方法の代表
的な実施形態について詳細に説明するが、本発明はこれらのみに限定されるものではない
。なお、以下の説明では、同一または相当部分には同一符号を付し、重複する説明は省略
する場合がある。また、図面は、本発明を概念的に説明するためのものであるから、表さ
れた各構成要素の寸法やそれらの比は実際のものとは異なる場合もある。
【００２８】
（１）発熱装置用電極
（１－１）発熱装置用電極の構造
　図１は、本発明の発熱装置の陰極に使用される、本発明の発熱装置用電極の概略断面図
である。電極２は、金属基板４と、金属基板４の表面に形成されたＰｔ層６と、Ｐｔ層６
の表面に形成されたＰｄ層８と、Ｐｄ層８の表面に形成されたＮｉ層１０と、Ｎｉ層１０
の表面に形成された第二Ｐｄ層１２と、第二Ｐｄ層１２の表面に形成された第二Ｐｔ層１
４と、を有している。
【００２９】
　金属基板４は粒径が１００ｎｍ～１０００ｎｍの微粒子から成る反応体領域を有してい
る。水素分子から解離した水素原子の一部を、粒径を１００ｎｍ～１０００ｎｍとナノ化
した反応体（微粒子）内に取り込むことで、水素を反応物質として利用することができる
。なお、当該反応体領域を有していれば、金属基板４の材質は特に限定されないが、例え
ば、Ｎｉ基板等を用いることができる。
【００３０】
　反応体として用いる微粒子には、高温でも水素の溶解度が大きく、水素の移動度が大き
な特性を有する材料を用いる必要があり、Ｐｄ、Ｎｉ、ＬａＮｉ５、ＹＮｉ５、ＭｍＮｉ

５、ＴｉＦｅ、Ｍｇ、ＮｉＡｌ、ＬｉＡｌから選択される少なくとも一つの組成を有して
いる。
【００３１】
　Ｐｄは３００℃を超えると水素が金属中から放出されるため、温度を上げることができ
ないが、水素に対して極めて活性である。一方で、Ｎｉは高温になるほど水素の溶解度が
大きくなるため、高温での熱発生が容易になる。また、ＬａＮｉ５、ＹＮｉ５、ＭｍＮｉ

５、ＴｉＦｅは水素吸蔵性を有している。なお、これらの材料に他の金属元素を添加し、
材料特性を変化させたものを反応体として用いることもできる。３００℃以上の高温用反
応体としては、Ｍｇ、ＮｉＡｌ、ＬｉＡｌ及びこれらの材料に第３金属を添加したものを
使用することができる。
【００３２】
　Ｐｔ層６の厚さは１ｎｍ～１０ｎｍであり、Ｐｄ層８の厚さは１ｎｍ～１０ｎｍであり
、Ｎｉ層１０の厚さは１ｎｍ～５ｎｍであり、第二Ｐｄ層１２の厚さは１ｎｍ～１０ｎｍ
であり、第二Ｐｔ層１４の厚さは１ｎｍ～５ｎｍである。
【００３３】
（１－２）発熱装置用電極の製造方法
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　図２は、発熱用装置（反応炉）の内壁に電極２を形成させる状況の一例を示す模式図で
ある。略円筒形の反応炉本体２０の内面に金属基板４となる金属薄板２２が配置され、反
応炉本体２０の中心軸に沿って放電線（陽極）２４が配置されている。なお、反応炉本体
２０の材質は、ＳＵＳ３０４、ＳＵＳ３１６、及び厚さ０．１ｍｍ程度のＮｉ薄膜で被覆
したアルミニウム又は鉄鋼とすることができる。また、金属薄板２２としては、反応体金
属の薄板、網、溶射膜及び電着膜等を用いることができる。
【００３４】
　反応炉本体２０の直径は１００ｍｍ～１５０ｍｍ、長さは３００ｍｍ～５００ｍｍとす
ることが好ましい。反応炉本体２０を当該大きさとすることで、活性化処理を容易に行う
ことができる。
【００３５】
　放電線２４の長さは反応炉本体２０の全長よりも３０ｍｍ短いものを使用することがで
きる。放電線２４の太さは２ｍｍ～３ｍｍとすることが好ましく、周囲の反応体（金属薄
板２２）との距離は２０ｍｍ～３０ｍｍとすることが好ましい。なお、放電線２４の材質
はＰＶＤ処理によって変えることができるが、例えば、Ｎｉを用いることができる。
【００３６】
　電極２を形成させる工程の最初に、反応炉本体２０内を１０－２Ｐａまで真空排気する
。炭化水素が反応体の表面に付着すると水素活性を低下させるため、可能な限り除去する
ことが目的である。
【００３７】
　不純物除去過程を確認するために、放出ガスの質量分析を行うことが好ましい。排気過
程において、最後までＨ２Ｏが残り、他には窒素ガスや酸素ガスが残留する。残留ガスの
略７０％はＨ２Ｏであり、これを完全に除去するために炉内を２００℃まで加熱する。
【００３８】
　ここで、反応体金属（金属薄板２２）は、２００℃以下に保つ必要がある。高温で加熱
すると不純物ガスによって酸化膜や窒化膜が形成され、活性化処理が困難となる。加熱は
不純物が十分に除去できた後に行うことが重要である。
【００３９】
　次に、反応炉本体２０内に重水素ガスを数百Ｐａ導入し、重水素雰囲気中で、炉内壁と
反応体金属（金属薄板２２）を２００℃まで加熱する。当該加熱の後、重水素ガスを５０
Ｐａまで排気した後、重水素ガスを２００Ｐａまで供給する。この間、炉内温度は２００
℃に保持する。重水素ガスを排気及び供給する工程を５回程度繰り返すことで、反応炉本
体２０内や反応体金属（金属薄板２２）から残留ガスを除去することができる（水素洗浄
）。なお、重水素ガスの排気には、ターボ分子ポンプ等の排気速度の大きな真空排気機器
を使用することが好ましい。
【００４０】
　次に、反応炉本体２０内のＨ２Ｏガス濃度を１０Ｐａ～１５０Ｐａとして、反応体金属
（金属薄板２２）表面の活性化処理を行う。ここで、活性化処理とは表面を十分に清浄に
すること、及び反応体金属（金属薄板２２）の表面に金属微粒子を生成することを意味し
ている。
【００４１】
　活性化処理は、放電線２４と反応体金属（金属薄板２２）との間に交流高電圧を加える
工程にて達成することができる。図３は、当該放電処理（活性化処理）の状況の一例を示
す模式図である。交流高圧電源から、５０Ｈｚの商用電圧電源を使用し、高圧トランスと
バリアックを組み合わせて、１ｋＶ程度の交流を加える。なお、高圧交流電源を使用する
ことがより好ましい。
【００４２】
　反応炉本体２０を上述の好適な形状及びサイズとした場合、水素ガス圧を１００Ｐａ程
度にすると、放電線２４と反応体金属（金属薄板２２）との間に０．５ｋＶの交流電圧を
加えると、１００ｍＡ以下の電流が流れることになる。
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【００４３】
　典型的な交流放電時（５０Ｈｚで６００Ｖを印加した場合）の電圧と電流の変化を図４
に示す。電流は中心電極がプラス電圧の場合に３０ｍＡが流れるが、逆にマイナス電圧で
は－５００Ｖ以上で僅かに数ｍＡ程度流れるのみである。このように、放電電流の大部分
は電子によって運ばれ、正イオンは速度が遅く電荷移動には寄与しない。
【００４４】
　多くの電子はプラズマ部分に存在し、そこで電子と衝突し正イオンは再結合する。しか
しながら、ガス圧力の制御によって、正イオンや電子を反応体金属の衝撃に使用すること
が可能となる。即ち、電極面積の制御が重要となる。なお、図２や図３の電極配置では、
陰極と陽極の面積比は１０～１００である。グロー放電では電圧が陰極付近に集中するた
め、陰極面積が大きいと電流が流れやすい。逆に、陰極面積が相対的に小さいと、電流は
流れ難くなる。よって、陰極に金属粒子を蒸着するには、陽極面積を大きくするか、陽極
温度を上げる必要がある。
【００４５】
　反応体金属（金属薄板２２）に対する活性化処理（交流放電処理）の後、各種薄膜を積
層形成させることで、電極２を得ることができる。なお、Ｐｔ層６、Ｐｄ層８、Ｎｉ層１
０、第二Ｐｄ層１２、及び第二Ｐｔ層１４を形成させる方法は大差がなく、主として放電
線２４が異なるのみであることから、以下ではＰｄ層８を形成させる場合について詳述す
る。
【００４６】
　活性化処理の後、反応炉本体２０内部の水素ガスを数十Ｐａ～２００Ｐａとする。水素
ガスのガス圧を当該範囲以外にした場合、放電を持続することが困難となる。水素ガスの
ガス圧を当該範囲に維持し、電子の衝突によって放電線２４から放出された金属を反応炉
本体２０内壁に配置した反応体金属（金属薄板２２）に蒸着処理する。
【００４７】
　Ｐｄ層８を形成させる場合、放電線２４にＰｄ細線を用い、当該Ｐｄ細線をプラスにし
て６００Ｖ～８００Ｖの直流電圧を加え、２０ｍＡ程度の電流で１時間程度放電する。次
に、Ｐｄ棒電極をプラスに、Ｐｄ細線電極を接地位置（マイナス）にして、６００Ｖ～８
００Ｖ、２０ｍＡ～３０ｍＡで６０分程度放電する。この際、マイナス極からの電子によ
って、中心のＰｄ細線が衝撃加熱され、Ｐｄ内部から水素ガスが放出される。水素ガスに
電子が衝突し、イオン化して水素のプラズマ状態になり、当該プラズマ化イオンが中心の
Ｐｄ電極と反応体金属（金属薄板２２）との間の電場によって、反応体金属（金属薄板２
２）側に向かい、反応体金属（金属薄板２２）の表面に衝突する。当該過程において、反
応体金属（金属薄板２２）の表面にＰｄ膜が形成される。
【００４８】
　各種金属層の形成工程（蒸着処理）は上述の不純物除去工程とは異なり、直流の６００
Ｖ～８００Ｖで２０ｍＡ～３０ｍＡの電流を流す。形成させる金属層に応じて異なる電極
を用いることで所望の金属層を形成させることができる。なお、電圧値、電流値及び処理
時間等により金属原子の配列、微粒子の大きさ及び分布を調整することができる。
【００４９】
（２）発熱装置
　本発明の発熱装置の概略断面図を図４に示す。発熱装置３０は略円筒形の反応炉本体２
０、電極２及び放電線２４を有しており、電極２を陰極、放電線２４を陽極とするもので
ある。
【００５０】
　電極２は上述の本発明の発熱装置用電極であり、適当な温度に昇温した反応炉本体２に
重水素ガスを導入しつつ、電極２と放電線２４との間に電圧を印加することで、過剰熱を
発生させることができる。なお、発熱用装置３０にはヒーター、温度計測装置（図示せず
）及び真空排気系（図示せず）が付属している。
【００５１】
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（３）発熱方法
　本発明の発熱方法は、本発明の発熱装置用電極（電極２）を有する本発明の発熱装置（
発熱装置３０）を用いた発熱方法である。以下、発熱方法の具体例について詳述する。
【００５２】
　電極２を真空中で加熱して、電極２の金属層生成過程で付着した不純物ガスを除去する
。なお、定格入力が１００Ｗの場合、低圧重水素ガス中での到達温度は１００℃程度とな
り、到達温度を２００℃とするためには２００Ｗ程度が必要となる。
【００５３】
　炉内の温度を２００℃に昇温し、温度分布が均一になった状態で、重水素ガスを、５０
Ｐａ導入する。電極２における反応体領域の活性化が十分であれば、当該状態において過
剰熱の発生が開始される。
【００５４】
　過剰熱量はガス圧、反応体の重量、入力Ｗ数等によって決定することができる。過剰熱
が出ると反応体の温度は数百度以上に上昇する。反応体の温度が上がると、反応体中の水
素量が減少し、発熱反応も減少して反応体温度が低下する。温度が低下すると、再び反応
体中へ水素が導入される結果、再び過剰熱が発生する。当該過程を繰り返すことで、反応
体は一定温度になり安定する。
【００５５】
　電極２を多層構造とする理由は、反応物質の水素分子を水素原子イオン状態にして、金
属ナノ粒子内に導入するためである。金属ナノ粒子内にイオン状態の水素原子を導入する
と、金属ナノ粒子内の自由電子によって水素原子核の斥力ポテンシャルが遮蔽され、水素
原子核間のトンネル確率が増大し、核反応が進行する。
【００５６】
　当該核反応は中間生成物の炭素及び窒素の生成を経て、最終的にヘリウムを生成するも
のであり、推定反応機構は以下の通りである。
　１２Ｃ＋１Ｈ→１３Ｎ＋γ＋１．９５ＭｅＶ　１．３×１０７年
　１３Ｎ→１３Ｃ＋ｅ＋＋νｅ＋１．３７ＭｅＶ　７分
　１３Ｃ＋１Ｈ→１４Ｎ＋γ＋７．５４ＭｅＶ　２．７×１０６年
　１４Ｎ＋１Ｈ→１５Ｏ＋γ＋７．３５ＭｅＶ　３．２×１０８年
　１５Ｏ→１５Ｎ＋ｅ＋＋νｅ＋１．８６ＭｅＶ　８２秒
　１５Ｎ＋１Ｈ→１２Ｃ＋４Ｈｅ＋４．９６ＭｅＶ　１．１２×１０５年
　反応全体としては、
　４ｐ→４Ｈｅ＋２ｅ＋＋３γ＋２νｅ＋２５．１ＭｅＶ
　となる。
【００５７】
　炭素及び窒素を経由するＣＮＯサイクルでは、１サイクル毎に約２５ＭｅＶのエネルギ
ーが生成される。当該反応は、太陽よりも大きな質量を有する恒星で生じている反応であ
る。ＣＮＯサイクルの１サイクルが完結するまでの時間は約３．８×１０８年で、陽子‐
陽子連鎖反応の時間尺度（約１０９年）よりも短い。このため、ＣＮＯサイクルを主なエ
ネルギー源とする大質量星では、単位時間当たりのエネルギー生成率が小質量星よりも大
きい。
【００５８】
　また、ＣＮＯサイクルは温度に非常に敏感な反応であり、エネルギー生成率は温度の１
５乗に比例する。従って、温度が５％上昇すると、エネルギーの放出は１０８％増加する
ことになる。なお、室温での反応速度を１とすると１５℃の上昇で反応速度は約２倍にな
る。当該反応を使ったのが本発明の発熱方法である。即ち、外部の温度の変化よって容易
にエネルギー生成を制御できる、安全かつ効率の良い発熱方法である。
【００５９】
　本発明の発熱方法で生じるトンネル効果については、次の過程を推定することができる
。
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１．金属ナノ粒子中に水素が導入される。
２．金属ナノ粒子中の水素濃度が上昇し、金属ナノ粒子中の電子の遮蔽により水素原子核
外の電気ポテンシャルが低下する。
３．核外電子は、自由電子となりナノ金属中に存在する。
４．核のクーロンポテンシャルが遮蔽され、水素原子の軌道半径が小さくなる。
５．水素原子間の核間距離が小さくなる。
６．核間距離が小さくなると、トンネル効果による水素原子核間の核融合反応確率が増加
する。
７．核のポテンシャルが５０％遮蔽されると、トンネル核融合反応確率は１０桁増加する
。
８．トンネル核反応が増加すると、観測可能な熱が発生する。
９．核反応でヘリウム等が生成する。
なお、自由電子の遮蔽効果を促進する添加元素は電子が離れやすい。当該添加元素として
は、アルカリ、アルカリ土類原子（水素原子構造を持つ、Ｌｉ、Ｎａ、Ｋ、Ｃａ等）を挙
げることができる。
【００６０】
　以上、本発明の代表的な実施形態について説明したが、本発明はこれらのみに限定され
るものではなく、種々の設計変更が可能であり、それら設計変更は全て本発明の技術的範
囲に含まれる。
【実施例】
【００６１】
　図４に示す構造を有する発熱装置を用いて、本発明の発熱方法による発熱量の検証を行
った。なお、反応体（金属微粒子）にはＮｉを用いた。反応炉本体は円筒形で、ＩＣＦフ
ランジで各部品に接続している。実際に用いた発熱装置の反応炉本体の概観写真を図５に
示す。反応炉本体には、ヒーター、放電電極、温度計測が付属している。なお、図５にお
ける炉の右部は覗き窓であり、コバールガラスの覗き窓が付いている。また、反応炉本体
には真空排気系が付属している。
【００６２】
　反応炉本体はＳＵＳ３１６製であり、容積は２０００ｃｍ３、重量は１６ｋｇとした。
また、周囲にはヒーターを巻き付けている。ヒーターは、ステンレス被覆で長さ２００ｃ
ｍ、５００Ｗの容量で、６５０℃まで昇温することが可能である。炉内の電極は、太さ３
ｍｍのＰｄ管の先端部５０ｍｍに、太さ１ｍｍ、長さ２００ｍｍ（重量２．８２ｇ）のＰ
ｄ線を巻きつけた放電用部品とした。
【００６３】
　電極は本体から絶縁しており、電極極性を変えることができる。反応炉内壁面はＮｉ網
で覆っている。Ｎｉ網は５００ｍｍ×５００ｍｍの大きさであり、線材は直径０．１５ｍ
ｍ、目のサイズは５０ｍｅｓｈ、重さは４０ｇとした。当該Ｎｉ網２枚が炉内面の中央部
に取り付けられている。Ｎｉ網はＮｉの板（厚さ０．５ｍｍ、幅５ｍｍ、長さ５００ｍｍ
）で押さえることで固定されており、炉内壁面と接触させて熱伝導を保つように取り付け
られている。
【００６４】
　反応炉と校正ヒーターは、アクリル製の断熱箱の内部に設置した。アクリル製の断熱箱
は幅４００ｍｍ、奥行き７５０ｍｍ、高さ７００ｍｍで、側面の底近くと上面に５０ｍｍ
の空気通過口が設けられている。また、上面の空気通過口の上には１５Ｖ、１０ＷのＤＣ
フアンが付いている。下空気通過口の中央と上空気通過口の中央におけるフアンの直下に
は、それぞれ３個の熱電対を設置した。ＤＣファンは定電圧電源から一定電圧１５．５Ｖ
、一定電流０．４２Ａ、すなわち６．５１Ｗの電力を供給した。この電圧電流データは、
ＰＣに連続的に集積した。ＤＣファンの空気流量は株式会社Ｃｕｓｔｏｍ製のデジタル風
速計ＣＷ－６０で校正した。ＣＷ－６０は熱電式風速計で、０．２－２０ｍ／ｓのレンジ
を持ち、分解能は０．１ｍ／ｓ、測定温度範囲は０～５０℃である。
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【００６５】
　図６に装置配置の概略図を示す。反応炉を右側、制御系、測定系、を左側に示している
。左下から、入力電源、電力入力分析器（Ｙｏｋｏｇａｗａ，ＰＺ４０００）、データロ
ガー（Ａｇｉｌｅｎｔ，３４９７０Ａ）、データ集積用ＰＣとなっている。炉圧力測定器
はＭＫＳバラトロンを使用した。炉温度６か所、電流、電圧、更に空気の入口及び出口の
２箇所の温度データをロガーに集め、５秒毎にＰＣに集積した。
【００６６】
　図７に炉の反応熱測定の概念図を示す。断熱箱に反応炉と校正用ヒーターを同じ位置に
設置し、一定量の空気を炉下部通過口から流入させる。当該取り入れ口の温度を白金測温
体で測定する。上部空気通過口にはＤＣファンがあり、開口部とファン下部にも白金測温
体を取り付けている。ファン下部に白金測温体を取り付けた理由は、ファンから発生する
熱の影響を熱電対が受けないようにするためである。
【００６７】
　熱測定の計算は次の通りである。
　電力入力Ｉｎｐｕｔ　ｐｏｗｅｒは、
【化１】

式で求められる。ここでΔＷは時々の電力で、Δｔはデータの集積時間間隔である。
　熱出力Ｏｕｔｐｕｔ　ｐｏｗｅｒは、

【化２】

で求める。ここで Ｖ = 風速（ｍ／ｓ）、Ｓ = 空気出口断面積（ｍ2）：８．２×１０－

３、ρ = 空気密度（ｋｇ／ｍ３）：１．２９３ｋｇ／ｍ３、Ｈｃ= 空気熱容：１．００
６ｋＪ／ｋｇ／ｄｅｇ、Ｖ：風速測定器による風速であり、近似的に（３）式で実験的に
求められる。　　

【化３】

　ここでＡは定数で‐３．７、Ｂも定数で４、ｗも定数で１．３７５、更にＷｂはブロワ
ー入力（ｗａｔｔ）であり、ｄＴは空気入口と出口の温度差：（Ｔｏｕｔ－Ｔｉｎ）で表
される。
【００６８】
　風量は、ＣＷ－６０のセンサー部を図６の風の出口ホルダーにおけるファン直下で測定
した。ＤＣファンの入力と風速（中心部）の関係を実験的に求めた結果を図８に示す。図
中の黒丸印が実測値であり、点線は近似式である。なお、近似式は（３）式と同一である
。試験ではＤＣファンの入力データを集積したが、入力は常に一定入力４Ｗとした。
【００６９】
　理論的に、空気流通量と空気温度差、及び空気熱容量から熱量を求めることができる。
しかし、誤差などが考えられるために、校正用のヒーターを使い、入力を変化させて熱量
の校正を行った。また、得られた校正値から空気出口での風量の値を校正した。校正結果
を図９に示す。ヒーター入力を１００Ｗとして、６０ｋｓ間電力を供給し、出力が一定に
なった後、入力を切り、その後出力が０になるまでの熱量を求めた。入力は１００（Ｗ）
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×６０（ｋｓ）＝６．２２ｋＪとなり、出力は５．８４ＭＪとなる。その結果、Ｏｕｔ／
Ｉｎ＝０．９３８となり、熱の校正値の信頼性は極めて高い。
【００７０】
　次に、反応炉に同じ電力１００Ｗを、熱出力が一定になるまで供給して、校正データと
比較した。この場合、図１０に示すように、熱出力は安定せず、時間とともに増加してい
る。７１ｋｓで入力を止めて出力計算をしたところ、入力エネルギー７．２３ＭＪに対し
て、出力エネルギーは１４．１６ＭＪとなった。Ｏｕｔ／Ｉｎ＝１．９６となり、入力の
約２倍の熱出力が認められた。
【００７１】
　同様にして入力を変化させて、校正試験と熱発生試験を行った。図１１は４０～２４８
Ｗ入力で出力が一定になった後、入力を切り、その後の熱出力を調べた校正試験の結果で
ある。出力は入力と殆ど変わらないことが分かる。
【００７２】
　これに対し、反応炉に種々の入力を行った場合の熱発生試験の結果を図１２に示す。こ
れらの試験は校正試験と異なる挙動を示しており、出力が時間と共に増加していることが
分かる。一例として、２００Ｗの入力を６５ｋｓ行った結果、熱出力は３８０Ｗに達し、
Ｏｕｔ／Ｉｎ比は１．８８２となった。
【００７３】
　同様にして、種々の条件で試験を行った。真空中で行った試験例と校正ヒーターを箱中
に置いて行った試験、発熱試験の結果をまとめて図１３に示す。横軸は入力電力であり、
縦軸は測定発熱量から入力電気エネルギーを差し引いたものである。校正ヒーターの結果
は入力が大きいと温度が上がり、放射損失が大きくなると、過剰熱量はマイナス側に振れ
ていく。炉内に水素ガスが無い真空の場合、過剰熱量は極僅かである。これらに対し、過
剰熱発生試験では、入力が大きい場合、炉体が加熱されて過剰熱量が大きくなることが分
かる。
【００７４】
　過剰エネルギーと炉体温度の関係を図１４に示す。温度が高いほど過剰熱量が大きくな
っている。例えば過剰エネルギーＷｅｘは、１００℃の時に１００Ｗ、２００℃では３１
５Ｗ、２５０℃では４８０Ｗに達している。加えて、室温付近でも１０Ｗ～２０Ｗの過剰
エネルギーが発生していることが確認できる。
【００７５】
　図１４の温度を絶対温度の逆数で表示すると、図１５に示す関係が得られる。過剰エネ
ルギーは１／Ｔｒ＝０．００１となり、即ち、７００℃程度ではｋＷオーダーに達すると
考えられる。また、炉体温度の指数関数的に過剰エネルギーが増えることが確認できる。
図１４の１００～５２３℃の直線部分から、反応活性化エネルギーを求めると、０．１６
５ｅＶ／Ｋ／ａｔｏｍとなる。
【符号の説明】
【００７６】
２・・・電極、
４・・・金属基板、
６・・・Ｐｔ層、
８・・・Ｐｄ層、
１０・・・Ｎｉ層、
１２・・・第二Ｐｄ層、
１４・・・第二Ｐｔ層、
２０・・・反応炉本体、
２２・・・金属薄板、
２４・・・放電線、
３０・・・発熱装置。
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